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令和２年度木津川市公共下水道事業会計予算 

 

 

（総則） 

第１条 令和２年度木津川市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数               ２７，５００戸 

（２）年間総排水量          ６，８００，０００㎥ 

（３）１日平均排水量            １８，６３０㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   ①管渠面整備事業 

   ②流域下水道建設費負担事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収入 

 第１款 下水道事業収益       ２，３８８，９５９千円 

  第１項 営 業 収 益         ９４３，３８５千円 

  第２項 営業外収益       １，４４５，５７３千円 

第３項 特 別 利 益               １千円 

   

支出 

 第１款 下水道事業費用       ２，３８８，９５９千円 

  第１項 営 業 費 用       ２，２２５，２０９千円 

  第２項 営業外費用         １６０，６００千円 

第３項 特 別 損 失             １５０千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本 

的支出額に対し不足する額５３５，０４８千円は、過年度分損益勘定留保資金４５，

８５０千円及び当年度分損益勘定留保資金４８９，１９８千円で補てんするものとす

る。） 
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収入 

 第１款 資本的収入           ４８４，７８８千円   

  第１項 企 業 債         ２６１，３００千円 

  第２項 他会計負担金          ６９，０８４千円 

  第３項 他会計補助金          ７９，１１１千円 

  第４項 工事負担金           １，５７５千円 

  第５項 国庫補助金          ７０，５００千円 

  第６項 基金繰入金           １，９３３千円 

  第７項 その他資本的収入           １，２８５千円 

 

支出 

 第１款 資本的支出         １，０１９，８３６千円 

  第１項 建設改良費          ３８８，８１０千円 

第２項 企業債償還金         ６３１，０２５千円 

  第３項 積立金                  １千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め 

る。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道

事業 
１８６，８００千円 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

年４．０％

以内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定すると

ころによる。 

 ただし、企業財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は、繰

上償還若しくは低

利に借換すること

ができる。 

流域下水道

事業 
７４，５００千円 

計 ２６１，３００千円 ― 

 

 

  ― 

 

 

    ― 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は、次のとおりと定 

める。 

（１）下水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ 

ばならない。 

（１） 職員給与費           １０３，７４６千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額 

は、３３９，３５８千円である。 

 

令和２年２月２８日提出 

 

                      木津川市長  河井 規子 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記    

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。 

（１）固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

    定額法により減価償却を行う。 

    主な耐用年数  建物        １８年～５０年 

            構築物       １０年～５０年 

            機械及び装置    ６年～３０年 

            工具器具及び備品  ４年～１５年 

    ・無形固定資産 

      定額法により減価償却を行う。 

      主な耐用年数  施設利用権     ３８年 

（２）引当金の計上方法 

 ア 退職給付引当金 

      京都府市町村職員退職手当組合に対し、一定の負担金を支払うため、退 

職給付引当金は計上しない。 

イ 賞与等引当金、法定福利費引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の支出に 

備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属 

する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる額を計 

上している。 

（３）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

（１）予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

（１）企業債に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 
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１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ 

る額は、５，７８２，８７１千円である。 

（２）引当金の取崩し      

     貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、同額 

を未収金から減額する見込みである。 

     また、翌年度６月に賞与等引当金から７，９７６千円を取り崩し、賞与

等を支払う見込みである。 

 

４ セグメント情報 

 （１）セグメントの概要 

     木津川市公共下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントの 

ため、記載を省略している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１．収益的収入及び支出

（１）　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 ．下水道事業収益 ２,３８８,９５９

1 ．営業収益 ９４３,３８５

1 ．下水道使用料 ９２２,２９９ 1 ．下水道使用料 ９２２,２９９

2 ．他会計負担金 １９,２７０ 1 ．雨水処理負担金 １９,２７０ 雨水負担分

3 ．その他営業収益 １,８１６ 1 ．下水道手数料 １,８１６ 排水設備申請審査・検査手数料 他

2 ．営業外収益 １,４４５,５７３

1 ．他会計負担金 ３８１,１９５ 1 ．一般会計負担金 ３８１,１９５

2 ．他会計補助金 ２６０,２４７ 1 ．一般会計補助金 ２６０,２４７

3 ．長期前受金戻入 ８０３,７９１ 1 ．長期前受金戻入 ８０３,７９１

4 ．雑収益 ３４０ 1 ．占用料 ３３９ 下水道財産占用料

2 ．その他雑収益 １

3 ．特別利益 １

1 ．その他特別利益 １ 1 ．その他特別利益 １

２,３８８,９５９

（２）　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 ．下水道事業費用 ２,３８８,９５９

1 ．営業費用 ２,２２５,２０９

1 ．管渠費 １９,６９４ 1 ．備消耗品費 ５０

2 ．光熱水費 ４,２００ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ稼働用電気代

3 ．通信運搬費 １,０８０ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ通報用電話代

4 ．委託料 ９,６１４ ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ維持管理業務委託料　他

5 ．手数料 ３０ 無線更新手数料

6 ．使用料 ９ 電波利用料

7 ．賃借料 ２０１ 土地賃借料

8 ．修繕費 ２,５１０ 管渠修繕料 他

9 ．工事請負費 ２,０００ 管渠等管理工事費

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

収 　入 　合 　計

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

令和２年度 木津川市公共下水道事業会計予算実施計画
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予　定　額

2 ．処理場費 １２０,７０５ 1 ．備消耗品費 １００

2 ．燃料費 ２４１ 施設稼働用ガス、重油代

3 ．光熱水費 １３,３６０ 施設稼働用電気、水道代

4 ．委託料 ９８,８９６ 運転管理等委託料 他

5 ．修繕費 ８,０００ 処理場修繕料 他

6 ．保険料 １０８ 下水道賠償責任保険料

3 ．普及指導費 ８００ 1 ．補助及び交付金 ８００ 水洗便所改造費助成金 他

4 ．業務費 ５７,５８２ 1 ．委託料 ５４,６８２ 下水道使用料徴収事務委託料

2 ．貸倒引当金繰入額 ２,９００

5 ．総係費 ７５,２４８ 1 ．報酬 １,０１０ 会計年度任用職員１名分

2 ．給料 ３０,７１４ 職員７名分、再任用職員１名分

3 ．手当 １４,８１８ 期末手当 他

4 ．賞与引当金繰入額 ４,１６９ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

5 ．法定福利費 １３,４８４ 職員共済組合負担金　他

6 ．法定福利費引当金繰入額 ８１７ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

7 ．旅費 ７５ 出張旅費　他

8 ．備消耗品費 １８０ 書籍代 他

9 ．燃料費 １０５ 公用車燃料費

10．印刷製本費 ２０ 納付書印刷費

11．通信運搬費 ４７ 郵送料

12．委託料 ２,０８９ 下水道使用料試算等支援業務委託料 他

13．手数料 １８ 車検手数料

14．使用料 １６５ 起債管理システム使用料

15．賃借料 ２,８８３ 事務所賃借料

16．修繕費 ２２３ 車検修繕料 他

17．負担金 ４,３３０ 人件費負担金 他

18．保険料 ９２ 自動車損害保険料

19．公課費 ９ 自動車重量税

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

6 ．流域下水道維持管理費 ６１１,７４１ 1 ．負担金 ６１１,７４１ 流域下水道維持管理負担金 他

7 ．減価償却費 １,３３９,４３９ 1 ．有形固定資産減価償却費 １,０５０,８８６ 構築物減価償却費 他

2 ．無形固定資産減価償却費 ２８８,５５３ 施設利用権減価償却費

2 ．営業外費用 １６０,６００

1 ．支払利息及び企業債利息 １５３,５９９ 1 ．企業債利息 １５３,１７２

2 ．資本費平準化債利息 ２１９

3 ．一時借入金利息 ２０８

2 ．消費税及び地方消費税 ７,０００ 1 ．消費税及び地方消費税 ７,０００

3 ．その他営業外費用 １ 1 ．その他雑支出 １

3 ．特別損失 １５０

1 ．過年度損益修正損 １５０ 1 ．過年度損益修正損 １５０ 下水道使用料還付金

4 ．予備費 ３,０００

1 ．予備費 ３,０００ 1 ．予備費 ３,０００

２,３８８,９５９支 　出 　合　 計

項 目 備　　　　　　　　　　考款
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２．資本的収入及び支出

（１）　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

1 ．資本的収入 ４８４,７８８

1 ．企業債 ２６１,３００

1 ．企業債 ２６１,３００ 1 ．下水道事業債 ２６１,３００ 公共下水道事業債、流域下水道事業債

2 ．他会計負担金 ６９,０８４

1 ．他会計負担金 ６９,０８４ 1 ．一般会計負担金 ６９,０８４

3 ．他会計補助金 ７９,１１１

1 ．他会計補助金 ７９,１１１ 1 ．一般会計補助金 ７９,１１１

4 ．工事負担金 １,５７５

1 ．工事負担金 １,５７５ 1 ．工事負担金 １,５７５

5 ．国庫補助金 ７０,５００

1 ．国庫補助金 ７０,５００ 1 ．公共下水道国庫補助金 ７０,５００ 社会資本整備総合交付金

6 ．基金繰入金 １,９３３

1 ．基金繰入金 １,９３３ 1 ．基金繰入金 １,９３３ 財政調整基金繰入金

7 ．その他資本的収入 １,２８５

1 ．基金 １ 1 ．基金 １

2 ．負担金 １,２８４ 2 ．負担金 １,２８４ 公共土木積算システム使用料水道負担金

４８４,７８８

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

収 　入 　合　 計
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（２）　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

1 ．資本的支出 １,０１９,８３６

1 ．建設改良費 ３８８,８１０

1 ．公共下水道費 ３１１,９３５ 1 ．給料 １６,４１５ 職員４名分

2 ．手当 １１,３１４ 期末手当 他

3 ．賞与引当金繰入額 ２,５０３ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 ．法定福利費 ８,０１５ 職員共済組合負担金 他

5 ．法定福利費引当金繰入額 ４８７ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 ．旅費 ４２ 出張旅費

7 ．備消耗品費 ６００ コピー代 他

8 ．燃料費 １７４ 公用車燃料費

9 ．印刷製本費 ５０ 図面青焼代

10．委託料 ４３,４０１ 測量・設計委託料

11．賃借料 ３,２４０ 公共土木積算システム使用料　他

12．工事請負費 １９１,６７６

13．補償費 ３４,０１８ 支障物件等移設補償費

2 ．流域下水道費 ７６,８７５ 1 ．負担金 ７６,８７５ 流域下水道建設事業負担金 他

2 ．企業債償還金 ６３１,０２５

1 ．企業債償還金 ６３１,０２５ 1 ．企業債償還金 ６２４,４９０

2 ．資本費平準化債償還金 ６,５３５

3 ．積立金 １

1 ．基金積立金 １ 1 ．財政調整基金積立金 １

１,０１９,８３６支　 出 　合 　計

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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１　総　　　　　括

( 1 )

― 12

( )

― 12

( 1 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

  与　　　　　　　　費

 報　　 酬

（千円） （千円） （千円） （千円）

法定福利費

 給   　料 手　　当  計

△ 56 

合　　計

（千円） （千円）（人） （人）

（千円）

960 

△ 65 

給　　　　　与　　　　　費　　 　　明　　　　　細　　　　　書

（千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

扶養手当 住居手当 地域手当

（千円）（千円） （千円）

2,926 792 18 

備 考

（千円）

506 

（千円）

6,672 

7,170 4,518 

区 分

職 員 数        　給

特別職 一般職

手　当　の　内　訳

区　分

（千円）

△ 2,419 

通勤手当

前年度 1,452 922 3,061 848 

本年度 1,632 598 7,750 5,707 5,243 

725 

36 1,010 1,025 8,393 5,947 

△ 504 △ 240 △ 498 比　較 180 △ 324 △ 135 

△ 1,578 △ 2,987 △ 2,623 △ 5,610 

△ 18 △ 643 

比　　　　　　　較

0 49,548 34,382 83,930 25,426 109,356 

1,010 

本　　　年　　　度 1,010 47,129 32,804 80,943 22,803 103,746 

前　　　年　　　度

-16- -17-



（１）　会計年度任用職員以外の職員

( )

― 12

( )

― 12

( 0 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（２）　会計年度任用職員

( 1 )

― 0

( )

― 0

( 1 )

― 0

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（千円）

（千円）

合　　計
 報　　 酬  給   　料 手　　当

法定福利費

（千円）

法定福利費 合　　計

1,160 

102,586 

 報　　 酬  給   　料 手　　当  計

725 △ 786 △ 240 

0 

0 

本　　　年　　　度 143 

比　　　　　　　較

前　　　年　　　度

1,153 

1,010 

1,010 0 

△ 135 

（千円）

3,061 

（千円）（千円） （千円）

109,356 25,426 

△ 4,140 △ 2,630 △ 6,770 

本　　　年　　　度

前　　　年　　　度

比　　　　　　　較

0 

83,930 34,382 49,548 

△ 1,721 

143 1,153 

7 1,160 

（千円）

勤勉手当

0 

時 間 外
勤務手当

36 

△ 18 

管理職手当

△ 498 △ 65 △ 504 

4,518 

児童手当 期末手当

5,707 

5,947 

（千円）

6,672 

7,170 

賞与引当金
繰  入  分

5,243 

地域手当

（千円）

8,393 

18 

848 

（千円） （千円） （千円）

期末手当

（千円）

0 0 0 0 

7 

管理職員特
別勤務手当

備 考

勤勉手当

備 考

△ 56 

7,607 960 

1,025 

598 

（千円）

506 

住居手当

（千円）

（人） （人） （千円） （千円）

  与　　　　　　　　費       　給

区　分

手　当　の　内　訳

扶養手当

922 

通勤手当

区 分

前年度

本年度

1,010 

△ 324 

792 

比　較

1,632 2,926 

（千円）

△ 2,419 

0 

0 

（千円）

職 員 数

特別職 一般職

（千円） （千円） （千円）

一般職

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当

0 

（人） （人）

 計

1,452 

180 

特別職

0 

区 分

職 員 数        　給   与　　　　　　　　費

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

前年度 0 0 0 

時 間 外
勤務手当

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 143 

143 0 0 

比　較 0 0 0 0 0 

47,129 32,661 79,790 22,796 

-18- -19-
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

－

△１，５７８

制度改正に伴う増減分

１５０，６００

勤勉手当改正

－

一 般 行 政 職

５０．０

職員の異動等によるもの

２２６

令和２年１月１日現在

△２，４１９

（円）平 均 給 料 月 額

△１，８０４

（歳）

区 分

給 料

職員の異動等によるもの

その他の増減分
手 当

平 均 年 齢

１６０，１００

　　　　　　　　　　　　（円）

区　分

一 般 行 政 職

　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 （歳）

１８８，７００

平成３１年１月１日現在

　　　　　　　　　　　　―

技 能 労 務 職区 分

３２４

３５２，０３４

４８．８

－

－

－

１８２，２００

高 校 卒

大 学 卒

説 明増　減　額（千円）

　　　　　　　　　　　　（円）

（円）

給与改定に伴う増減分

１８

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

昇給に伴う増加分

その他の増減分

△２，７６１

（円）

３４３，９１５

４２５，６２７

　　　　　　　　　　　　―

（円）

給料改定率

０．０４％

昇給率

技 能 労 務 職

０．６９％

備 考

－４１３，８９３

国  　の  　制　  度

  一  般  行  政  職  （円）
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（３）　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

計
１００．０１

０．０

６級

７級

１００．０

５級

５４．５
４級

７級

１

１級

４級

５級

６級

３級
２５．０

計

０．０

２級

構 成 比

　 政      職

１級

（％）

１級

（人）

　　　一　　　　般      行
区 分

７級

職 員 数

１級

６級

計

主 事

５級

４級

主 事 補

平成３１年１月１日現在

７級

５級

１ 級

課 長 次 長課 長 補 佐係 長

６ 級

級

７ 級

一 般 行 政 職

２ 級

令和２年１月１日現在

３級

４ 級区 分 ３ 級

２級

３級

部 長

５ 級

１２

６

２

４級

計

１１

３

６級

３

８

１

３級

２級

２級

（％）構 成 比

０．０

級 職 員 数 （人）

技 能 労 務 職

０．０

６６．７

８．３

１００．０

２７．３

１００．０

１８．２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０

０

０

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０

０．０
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

３号給

区 分

本 年 度

９

本

年

度

国 の 制 度

職 員 数

合 計

１２

一 般 行 政 職

２．２２５

―

０

０

２．２５０

―

―

前 年 度

区 分

（Ｂ）／（Ａ）

（人）

０

（人） ０

（　１．１７５　）

０

（Ａ）

（Ｂ）

（人）

（人）

９

（人）

（人）

（人）

９

７５．０

―

（人）

（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

２号給

３号給

４号給

（人）

６号給

比 率

８号給

号 給 数 別 内 訳

（Ｂ）／（Ａ）

２号給

８号給

１号給

前

年

度

号 給 数 別 内 訳
４号給

６号給

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

―

（人）（Ｂ）

（人）

（　１．１７５　）

６月（月分）

（　１．１７５　）

２．２５０

（％） ６６．７

８

有

有

支 給 率 計

（月分）

（　２．３５０　）

４．５００

（　２．３５０　）

４．４５０

―

（％）

１２月（月分）

２．２５０

支 給 期 別 支 給 率

０

（Ａ）

２．２２５

２．２５０

（　１．１７５　） （　１．１７５　）

１２

（　１．１７５　）

（人） ０

（人） ８

（人）

（人） ０

０

８

１号給

８

比 率

（　２．３５０　）

０

６６．７

０

０

０

技 能 労 務 職

０

９

０ ―

１２

―

０ ―０

０

有

―

―

―

備 考
職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

４．５００

―

―

―

１２

０

０

７５．０
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

（月分）

３３．２７０７５ ４７．７０９

（月分）

最 高 月 数３５年勤続の者

差 異 の 内 容

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

０．０

同

国 の 制 度 と の 同 異

同

区 分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

代 表 的 な 職 種

―                   ０．０

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

（％）令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 ６

全 職 種

支 給 対 象 職 員 数

市 内 全 域

（％）

６

１２（人）

（月分）

支 給 率 （％）

３３．２７０７５ ４７．７０９

支 給 率 等

（支給率等）

国 の 制 度

２４．５８６８７５

支 給 対 象 地 域

２４．５８６８７５

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者

（月分）

０．０

―                   ０．０

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

４７．７０９

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 90

　　　減価償却費 1,339,439

　　　引当金の増減額（△は減少） △ 431

　　　長期前受金戻入額 △ 803,791

　　　支払利息 153,599

　　　未収金の増減額（△は増加） 21,051

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 8,466

　　　その他資産の増減額（△は増加） △ 5,410

　　　その他負債の増減額（△は増加） 0

　　　　　小計 696,081

　　　利息の支払額 △ 153,599

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 542,482

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 308,945

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 76,875

　　　国庫補助金等による収入 70,500

　　　他会計負担金による収入 69,084

　　　負担金による収入 2,599

　　　基金の取り崩しによる収入 1,933

　　　一般会計からの繰入金による収入 79,111

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 162,593

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 261,300

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 631,025

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 369,725

　資金増加額 10,164

　資金期首残高 150,888

　資金期末残高 161,052

令和２年度木津川市公共下水道事業会計

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
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（単位：千円）

１．

（１）下 水 道 使 用 料 820,721

（２）他 会 計 負 担 金 19,378

（３）そ の 他 営 業 収 益 1,816 841,915

２．

（１）管 渠 費 29,707

（２）処 理 場 費 114,311

（３）普 及 指 導 費 901

（４）業 務 費 58,012

（５）総 係 費 82,098

（６）流域下水道維持管理費 555,177

（７）減 価 償 却 費 1,337,080 2,177,286

営　業　損　失 1,335,371

３．

（１）他 会 計 負 担 金 361,175

（２）他 会 計 補 助 金 336,794

（３）長 期 前 受 金 戻 入 803,874

（４）雑 収 益 319 1,502,162

４．

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 利 息

164,503

（２）そ の 他 営 業 外 費 用 1 164,504 1,337,658

経　常　利　益 2,287

５．

（１）そ の 他 特 別 利 益 1

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 139 139 △ 138

2,149

△ 28,209

△ 26,060

令和元年度　木津川市公共下水事業会計予定損益計算書（前年度分）

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営  業  外  収  益

営  業  外  費  用

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

-29-



流 動 資 産 合 計 471,099

320,211貸 倒 引 当 金

△ 26,060

23,320,786

32,347,410

6,142,095

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

ア 寄 附 金 5,808

6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

1,060,580

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 25,718,394

7,011

引 当 金 合 計 8,381

1,370

6,142,095

500そ の 他 流 動 負 債 合 計

480,310資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

26,060

61,710工 事 負 担 金ウ

308受 贈 財 産 評 価 額オ
309,484

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

(4) そ の 他 流 動 負 債

500

カ 建 設 仮 勘 定 2,863

34,461

ア 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計 4,917,147

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

454,250

6,596,345

(2)

引 当 金(3)

(2) 未 払 金

ア 預 り 金

負 債 資 本 合 計 38,943,755

資 本 合 計

イ

利 益 剰 余 金

ア 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

エ 国 庫 補 助 金

カ そ の 他 資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金 68,539

資　本　の　部
資 産 合 計

(1) 現 金 預 金

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

△ 2,800 繰 延 収 益 合 計

(2) 未 収 金

2 流 動 資 産

150,888

323,011 △ 2,397,608

38,472,656

ア 基 金 34,461

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

イ 法 定 福 利 費 引 当 金

33,521,048

(2) 無 形 固 定 資 産

4,917,147

ア 賞 与 引 当 金

112,716

構 築 物

企 業 債 合 計

オ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

イ そ の 他 の 企 業 債

2,116

減 価 償 却 累 計 額

△ 1,755

3,871

98,205

減 価 償 却 累 計 額 △ 185,612

エ 機 械 及 び 装 置

ウ

△ 14,511

35,257,170

△ 2,938,967

634,174

(1) 企 業 債32,318,203

イ 建 物

ア 土 地 7,966,044

イ

7,966,044

651,099

ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

7,934,189
1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

資　産　の　部

そ の 他 の 企 業 債 31,855

令和元年度 木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分） 負　債　の　部

（令和２年３月３１日） 3 固 定 負 債

（単位 千円） (1) 企 業 債

631,025

企 業 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

6,535

420,674

-30- -31-

34,461

38,943,755

減 価 償 却 累 計 額

4

624,490
448,562



32,528

令和２年度 木津川市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分） 負　債　の　部

（令和３年３月３１日） 3 固 定 負 債

（単位 千円） (1) 企 業 債

資　産　の　部
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

7,555,789
1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 イ そ の 他 の 企 業 債 25,321

ア 土 地 651,099 企 業 債 合 計 7,581,110

イ 建 物 112,716 固 定 負 債 合 計 7,581,110

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,809 93,907

ウ 構 築 物 35,566,115 4 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,930,319 31,635,796 (1) 企 業 債

エ 機 械 及 び 装 置 634,174
ア

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

639,700
減 価 償 却 累 計 額 △ 240,122 394,052

オ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,871 イ そ の 他 の 企 業 債 6,535

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,478 1,393 企 業 債 合 計 646,235

カ 建 設 仮 勘 定 2,990 (2) 未 払 金 412,208

有 形 固 定 資 産 合 計 32,779,237 (3) 引 当 金

(2) 無 形 固 定 資 産 ア 賞 与 引 当 金 6,672

ア 施 設 利 用 権 4,705,469 イ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,304

無 形 固 定 資 産 合 計 4,705,469 引 当 金 合 計 7,976

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 (4) そ の 他 流 動 負 債

ア 基 金 32,528 ア 預 り 金 500

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 32,528 そ の 他 流 動 負 債 合 計 500

固 定 資 産 合 計 37,517,234 流 動 負 債 合 計 1,066,919

2 流 動 資 産 5 繰 延 収 益

(1) 現 金 預 金 161,052 (1) 長 期 前 受 金 25,936,110

(2) 未 収 金 (2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 3,201,399

負 債 合 計

301,960

299,060 繰 延 収 益 合 計

資　本　の　部
資 産 合 計 37,977,346 6 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金 6,142,095

資 本 金 合 計 6,142,095

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

ア 寄 附 金 5,808

イ 他 会 計 負 担 金 68,539

309,484
オ 受 贈 財 産 評 価 額 308

ウ 工 事 負 担 金 61,710

(2) 利 益 剰 余 金

エ 国 庫 補 助 金

カ そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計 37,977,346

ア 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 25,866

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

貸 倒 引 当 金 △ 2,900

△ 25,866

22,734,711

31,382,740

452,511

資 本 剰 余 金 合 計 478,377
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流 動 資 産 合 計 460,112

資 本 合 計 6,594,606


